
研 究 成 果

１．はじめに
　日本の総土地面積の約６割を中山間地域が占めて
います。これら地域では、人口減少によって食料品
店の閉店・廃業が相次ぐなど、食料品の調達環境が
悪化しています。特に自動車の利用が困難な高齢者
においては、食料品をいかにして調達するのかが深
刻な問題となっています（高橋，2020）。農林水産
省が実施している「食品アクセス問題に関する全国
市町村アンケート調査」によると、各自治体では食
料品アクセス問題の対策として、コミュニティバス
や乗合いタクシー、移動販売車、宅配などの様々な
取組について支援を行っています。その取組の中で
も、移動販売車は年々増加しており、移動販売車は
各地域における食料品の供給機能として有用性が高
いと認識されています（大橋，2017）。

２．移動販売車の機能とは
　自治体による食料品アクセス問題への対策として
関心が高まっている移動販売車ですが、食料品を供
給する機能のほかに、様々な機能を兼ね備えている
ことがいくつかの研究から明らかになっており、利
用者である高齢者の安否確認（見守り）機能や、利
用者間や販売員とのコミュニケーション機会を提供
するといった機能が挙げられています（倉持，
2022）。すなわち、地域を定期的に巡回する移動販
売車は、店舗利用や宅配に比べて品揃えは限られる
一方で、商品選択（見て選べる）が可能であること
にくわえて、コミュニケーション機会の提供といっ
た福祉的機能も備えていることが分かります。さら
に、利用者の自宅近くに停車するため、移動に係る
身体的負担や、送迎の依頼や事前注文といった手間
が少ないことから利用者の心理的負担も小さい特徴
があり、高齢者にとって有効な買い物手段になって
います（房安，2016）。一方で、移動販売車の採算
性の観点に着目した場合、人口減少が深刻な中山間
地域では、利用者が限定されるとともに、走行距離
も長く、燃料費がかさむことから採算性が見込めな
いといった課題も顕在化しています（岩間ら，
2016）。そのため、移動販売車が有する様々な機能
を地域に周知することで、住民（以下、移動販売車
を必要とする人々を表します）の「買い支え」意識
を醸成していくことが重要になります（黒川，2015）。
　そこで本研究では、移動販売車が様々な機能を有
している中で、「どのような機能」が求められてい
るのかといった住民のニーズを明確化し、中山間地
域における移動販売車のあり方について検討を行い
ました。

３．移動販売車に住民は何を求めているのか？
（１）調査対象と分析データ
　本研究では、中山間地域に位置する鳥取県日野郡
日野町で展開される移動販売車を対象としました。
日野町は2020年現在で人口2,907人であり、近年で
は毎年100名程度人口が減少している状況です。ま
た、全町民に占める65歳から74歳までの前期高齢
者の人口割合は20.7％、75歳以上の後期高齢者の割
合は29.9％と高く、人口減少と高齢化の両課題に直
面しています。移動販売車は、町内で営業している
地域商店を母店として運営されており、町内全域を
週２回巡回しています。しかし、これまで移動販売
車を運営していた社長が高齢を理由に2022年９月
末での引退を表明したことで、その後の事業継続が
見通せない状況となっていました。その際、住民に
よって事業継続を求める合計386件の嘆願書が役場
に提出されました。嘆願書には自由記述欄が設けら
れており、嘆願者が移動販売車の事業継続を求める
にあたり、その必要性などを詳細に記載していま
す。
　本研究では、自由記述欄に記載された内容が、嘆
願者の移動販売車に求めている機能であり、利用に
あたって重要視しているものと仮定し、日野町役場
から提供された、これら嘆願書データを分析に活用
しました。本研究では386件の嘆願書のうちの
44.8％にあたる、自由記述欄に記載があった173件
を分析に用いました。

（２）分析結果
　分析に用いた嘆願書173件のうち、約７割が女性
からのものであり、また後期高齢者が全体の約５割
を占めています（第１表）。このことから、移動販
売車は家庭内で調理を担当する機会が多い女性にく
わえ、生活の自立度が低下しつつある後期高齢者に
とって手軽に食料品を調達できる重要な手段になっ
ていることが分かりました。
　次に、嘆願書の自由記述欄から得られたテキスト
データに対して、テキストマイニング手法を適用し
て分析を行いました。同手法はテキストデータを単
語の品詞などの情報によって、意味を持つ最小単位
まで分割し、集計することで頻出語の把握などを可
能とする方法です。本研究では、嘆願書で同時に記
載される頻度の高い単語に基づきグルーピングを行
い、各グループで移動販売車に対して、どのような
機能が話題となっているのかを整理しました（第１
図）。その結果、４つのグループに分類され、グ
ループ１（頻出語：「議会」「議論」など）では、移
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動販売の継続に向けた活発な議論を議会などの自治
体側に求める意見が多く、トピック２（頻出語：「生
活」「地域」「買い物」など）では、移動販売車が食
料品供給の枠を超えた地域生活の支えになっている
といった意見が挙げられていました。また、トピッ
ク３（頻出語：「見守る」など）は、高齢者の安否
確認（見守り）機能を重要視する意見が見られ、最
後のトピック４（頻出語：「高齢」、「買い物」など）
では、移動販売車は高齢者への買い物機会の提供と
いう意見が数多く主張されていました。

４．まとめ
　本研究では、日野町における移動販売車の事業継
続に対する嘆願書データを活用し、嘆願者が移動販
売車に求める機能について明確化を試みました。そ
の結果、移動販売車は、食料品供給を軸とした「地域
の生活環境を支える機能」のほかに、「見守り機能」
や「高齢者に買い物機会を提供する機能」を有して
おり、様々な福祉的機能が住民に重要視されている

状況が明らかとなりました。そのため、これらの住
民のニーズを捉えた移動販売事業が重要になりま
す。同時に、移動販売車が多くの福祉的機能を備え
ていることを多くの住民に理解してもらうことも必
要です。このような住民の「買い支え」意識の醸成に
取り組みながら、採算性の見込める事業経営を模索
していくことが地域における食料品の調達環境を維
持していく観点からも必要であると考えています。

【付記】
　本研究は、日野町と当研究所において2023年３
月に締結した包括連携協定に基づき提供された嘆願
書データを用いて行った研究の成果であり、丸山ら
（2025）の内容を一部紹介したものとなっています。
詳細については、丸山ら（2025）を参照してくだ
さい。
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第１図　各グループにおける頻出語
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グループ１「自治体主体の支援」（構成割合18.9%） グループ２「生活環境の維持機能」（構成割合21.8%）

グループ3「見守り機能」（構成割合15.1%） グループ4「高齢者の買い物機能」（構成割合44.2%）

第１表　嘆願書データの概要

項目 自由記述あり（173名）
平均 標準偏差

年齢 73.6 13.5
世帯人数 2.4 1.2
項目 件数 割合
男性 53 30.6％
女性 120 69.4％

前期高齢者世帯
（65－74歳） 46 26.6％

後期高齢者世帯
（75歳以上） 93 53.8％

それ以外の世帯
（65歳未満の世帯） 34 19.7％

単身世帯 40 23.1％
複数人世帯 133 76.9％

食料品店の近隣住民
（根雨または黒坂在住） 70 40.5％
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